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ティー・ロウ・プライス ニュー・ホライズン・ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型株式投信／海外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が当初の投資元本
を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

運用実績の推移

■Aコース（為替ヘッジあり）

※基準価額は1万口当たりとなっています。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

騰落率（％）

■Bコース（為替ヘッジなし）

運用実績の推移 騰落率（％）

※基準価額は1万口当たりとなっています。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

作成基準日　2025年3月31日

お客様用資料（月報）

第１期

'24/4/25

分配金 0円 0円

累計

第１期

'24/4/25

分配金 0円 0円

累計

基準価額 8,673円 設定日 2023年12月20日

純資産総額 25.0億円 信託期間 原則として無期限

決算日 毎年4月25日（休業日の場合は翌営業日）

基準価額 9,625円 設定日 2023年12月20日

純資産総額 445.7億円 信託期間 原則として無期限

決算日 毎年4月25日（休業日の場合は翌営業日）
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期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ファンド -7.18 -12.68 -11.52 -17.78 - -13.27

期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ファンド -7.08 -17.05 -5.97 -14.97 - -3.75
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0.83% その他

2.26%
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0.76%

9銘柄

27銘柄

52銘柄

23銘柄

11銘柄

1銘柄

（0.76%）

(0.43%)

(3.18%)

(42.01%)

(26.14%)

(25.69%)

(1.79%)

現金他

5億米ドル未満

5-20億米ドル

20-100億米ドル

100-200億米ドル

200-500億米ドル

500億米ドル以上

銘柄名 セクター 通貨 国・地域 構成比

1 デイフォース 資本財・サービス 米ドル 米国 3.65%

2 ヴィーヴァ･システムズ ヘルスケア 米ドル 米国 3.48%

3 テレダイン･テクノロジーズ 情報技術 米ドル 米国 3.43%

4 トースト 金融 米ドル 米国 3.39%

5 アルジェンX ヘルスケア 米ドル ベルギー 2.96%

6 ペイロシティ･ホールディング 資本財・サービス 米ドル 米国 2.90%

7 ハブスポット 情報技術 米ドル 米国 2.85%

8 バイオテクネ ヘルスケア 米ドル 米国 2.64%

9 サイア 資本財・サービス 米ドル 米国 2.51%

10 オールド･ドミニオン･フレイト･ライン 資本財・サービス 米ドル 米国 2.50%

合計 30.31%

（組入銘柄数：123銘柄)

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。

※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類にて区分しています。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従います。

GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。

※現金他には、キャッシュのほか未収・未払金等を含んでおり、マイナスとなる場合もあります。

■資産配分 ■国・地域別配分（上位5ヵ国） ■セクター配分

■組入上位10銘柄

ティー・ロウ・プライス ニュー・ホライズン株式マザーファンドの状況

■時価総額別銘柄数（比率）

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。
※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類にて区分しています。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従います。
GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。
※当該銘柄の売買を推奨するものではありません。

作成基準日　2025年3月31日

お客様用資料（月報）
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■市場概況

3月の米国小型グロース株式市場（ラッセル2000グロース指数、米ドルベース）は引き続き大型株（S&P500指数）を上回る下落
となりました。

ISM（全米供給管理協会）製造業景況感指数や小売売上高などの経済指標の不振に加え、鉄鋼・アルミニウムへの関税適用開始
を受け、先行き不透明感の高まりから月前半は軟調な株価推移となりました。米連邦公開市場委員会（FOMC）で2025年に2回
の利下げ見通しが維持されたことや、ロシアとウクライナの停戦交渉進展への期待などに後押しされ、一旦は下落幅が縮小しましたが、輸
入自動車への関税計画発表を機に再び下落基調となり、個人消費支出（PCE）統計が示した消費の下振れやインフレ下げ渋りの兆
候、翌月初に控えた相互関税適用への警戒なども背景に、月末にかけて下げ足を強める展開となりました。

ラッセル2000グロース指数の業種（世界産業分類基準（GICS）に基づく11セクター）別のパフォーマンス（トータルリターンベース）
では、「情報技術」や「一般消費財・サービス」、「資本財・サービス」などのセクターの下落が目立ちました。一方、「公益事業」や「生活必
需品」などのセクターは相対的に上位となりました。また、為替市場では米ドルが円に対して続落しました。

■運用概況

3月のファンドの騰落率は、Aコース（為替ヘッジあり）が-7.18%、Bコース（為替ヘッジなし）は-7.08%となりました。

組入銘柄では、ハブスポット（顧客管理（CRM）及びマーケティング関連ソフトウェア）やトースト（飲食店向けの販売時点情報管理
（POS）や決済処理関連のソフトウェア）、マンデードットコム（イスラエルを拠点とし、ユーザーが自ら様々なアプリケーションを統合管
理できるプラットフォームを提供）といった業務用ソフトウェア銘柄がマイナス寄与の中心となりました。いずれも将来の大幅な利益成長を
前提とした株価水準となっているだけに、他の情報技術銘柄とともに、追加関税による景気悪化観測を受けた先行き不安が、より強く株
安に影響しました。トランプ氏が大統領選に勝利した昨年11月以降に、企業の投資拡大の恩恵への期待などから株価が上昇していた
ことも、反動安を大きなものにしました。

一方、アルナイラム・ファーマシューティカルズ（バイオ医薬品企業）は、心臓疾患治療薬「アムヴトラ（一般名：ブトリシラン）」が米食
品医薬品局（FDA）の承認を受けたことから株価が上昇し、組み入れがプラスに寄与しました。人間の身体を構成するタンパク質
（TTR）が、変異により水や血液に溶けにくい繊維状の塊（アミロイド）となって臓器に沈着する「ATTRアミロイドーシス」という病気へ
の効果が認められ、2024年6月にも同社の株価を急騰させていたアムヴトラでしたが、今回、ATTRアミロイドーシスが引き起こす心筋症
と多発性神経障害の双方の症状に対してFDAが承認した初めての治療薬となりました。

■今後の見通し

1月20日の就任以降、トランプ大統領が当初期待された景気刺激的な政策よりも、諸外国に対する関税の引き上げや同盟関係の見
直し、不法移民の強制送還や連邦政府の合理化といった、自らが信奉する米国内外の構造変革を優先し続けていることを受け、米国
企業の景況感や消費者の信頼感は急速に悪化し、景気後退を見込む向きも増えてきました。こうした中、大企業に比べて米国経済へ
の収益依存度が高い小型株は、大型株以上に売られる展開が続いています。

すべてが不確実な情勢ではありますが、もしトランプ大統領が何らかの策を用い、現在の任期を過ぎても大統領職にとどまりたいと考えて
いるのであれば絶対に負けられない中間選挙が2026年11月に控えていることを踏まえると、現在の施策はすべて大統領の政治戦略に
沿ったものである（米国内外の政治経済のリストラを一通り進めた後、2025年末で期限切れを迎える2017年「減税および雇用法」
（TCJA）の延長（減税の実施）や規制緩和によって2026年の景気や株式市場の回復を演出したいと考えている）可能性は大い
にありそうです。となれば、しばらくの耐え時をしのげば小型株が戻りをうかがう展開となる可能性も高く、それに向けた個別銘柄選択が大
いに重要性を増してくるのではないかと考えています。

当ファンドでは、1960年の運用開始から60年以上という、小型株投資では群を抜いて長期の歴史を経て培われた弊社独自の知見や
ノウハウを基に、①イノベーション大国アメリカにおける次世代のビッグ・ビジネスとなり得る企業を発掘し、②それら有望銘柄に成長の初期
段階から投資を始め、③ファンダメンタルズやバリュエーションなどに鑑みながらも長期にわたって保有を続けることで、日本の個人投資家の
皆様の資産形成や、結果として経済社会における産業構造の変革サポートにも貢献することを目指しています。

運用担当者のコメント

作成基準日　2025年3月31日

お客様用資料（月報）
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当資料のご利用にあたっての注意事項

当資料は、ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社が作成したお客さま用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあ
りません。
投資信託は、値動きのある有価証券等を対象としているため、投資元本を割り込み損失が生じることがあります。
ご購入の際は販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずお受け取りのうえ、内容をよく読み、ご自身で
ご判断ください。
投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。
また、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、
投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありません。
当資料に記載の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるい
は保証するものではありません。
個別銘柄につき、売買を推奨するものではありません。
当資料内で表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではあり
ません。
当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。
世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（「MSCI」）およびマグロウヒル・カンパ
ニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサービスマークであり、ティー・ロウ・プライスにライセン
ス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分類
（またはその利用から得られた結果）について明示的にも暗示的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当事
者は、当該基準や分類のいずれについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の目的適合性について、いかな
る保証からも明示的に免責されます。前述の内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編集も
しくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその他のいかなる損害
（逸失利益を含む）について、その発生可能性が通知されていたとしても、いかなる責任も負いません。

収益分配金に関する留意点

■ 分配金は、預貯金の利息とは異なり投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、
基準価額は下がります。

■ 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずし
も計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

■ 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があり
ます。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

作成基準日　2025年3月31日
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